（契約の締結）

第1条　委託者（以下「甲」という。）及び受託者（以下「乙」という。）は、頭書(1)に記載する高齢者向け優良賃貸住宅（以下「本物件」という。）の管理に係わる業務について、以下の条項により管理委託契約（以下「本契約」という。）を締結した。

（契約期間）

第2条　契約期間は、頭書(2)に記載するとおりとする。

2　甲及び乙は、協議の上、本契約を更新することができる。

（委託業務の内容）

第3条　甲は、乙に対して、次の業務を委託する。

一　入居者の募集及び選定に関する業務

二　別表第１に記載する事項の入居契約締結前の説明に関する業務

三　甲及び入居者の間の賃貸借契約の締結及び更新に関する業務

四　賃料、共益費等の改定に関する業務

五　賃料、共益費等の収納に関する業務

　六　情報開示に関する業務

　七　前六号に掲げる業務のほか、別表第２に記載する業務

（代理権の授与）

第4条　甲は、前条の規定により委託した業務を乙が遂行するために必要な代理権を乙に授与す

る。

2　甲は、乙に対して、委任状の交付その他の委任を証明するために必要な措置をとらなければならない。

（入居者の募集）

第5条 乙は、入居の募集に当たっては、公募によりこれを行うものとする

2　前項の規定による公募は、福岡県の広報等に本物件の入居者を公募する旨が掲載された後で、入居の申込みの期間の初日から起算して少なくとも1週間前に、新聞掲載、掲示等の方法により広告して行わなければならない。

3　前二項の規定による公募は、棟ごとに又は団地ごとに、少なくとも次に掲げる事項を示して行わなければならない。

　一　賃貸する住宅が高齢者向け優良賃貸住宅であること。

　二　賃貸住宅の所在地、戸数、規模及び構造

　三　乙の氏名及び住所又は名称及び主たる事務所の所在地

　四　入居者の資格

　五　賃料その他賃貸の条件

　六　入居の申込みの期間及び場所

　七　申込みに必要な書面の種類

　八　入居者の選定方法

4　前項第六号の申込みの期間は、少なくとも1週間としなければならない。

（賃料等の支払い）

第6条　乙は、第3条第1項第五号の規定に基づき入居者から収納した賃料を、頭書(3)に従い、甲に支払わなければならない。

（委託費用）

第7条　甲は、頭書(4)の記載に従い委託費用を乙に支払わなければならない。

2　前項の規定にかかわらず、別表第2に記載する業務のうち甲と乙との間で特約したものについては、甲は乙に対して別途委託費用を支払うものとする。

3　物価その他の経済事情の変動等により前二項に定める委託費用が不相当となった場合は、甲及び乙は、協議の上、当該委託費用を改定することができる。

（善管注意義務等）

第8条　乙は、善良なる管理者として注意をもって、甲が委託した業務（以下「委託業務」という。）を行わなければならない。

2　乙は、別紙供給計画に従い、委託業務を行わなければならない。

3　乙は、高齢者が入居する賃貸住宅の管理に係る指針（平成13年8月6日国土交通省告示1300号）に規定する事項に準じて、委託業務を行わなければならない。

4　乙は、甲が高齢者の居住の安定確保に関する法律第34条及び第39条に基づき、地方公共団体から管理に関する必要な助言及び指導若しくは命令を受けた場合は、甲の指示に基づき、当該措置についての助言及び指導若しくは命令に従って委託業務を行われなければならない。

（乙の報告義務）

第9条　乙は、委託業務の実施状況を、3か月ごとに甲に報告しなければならない。

2　乙は、本物件の修繕を行う必要が生じた場合は、その旨を直ちに甲に報告しなければならない。

3　前二項に定める場合以外において甲の要求があるときは、乙は、委託業務の実施状況について甲に報告しなければならない。

4　乙は、本物件の使用に当たり、別表第1に揚げる行為を行ってはならない。

（管理に係る書類の作成・保管）

第10条　乙は、入居者毎に氏名、入居資格等を記入する入居者台帳等の本物件の管理に係る書類を作成し、保管するものとする。

2　甲は、前項の規定により乙が作成し、保管する書類等を閲覧等することができる。

（契約の解除）

第11条　甲又は乙は、その一方が本契約書に規定する義務に違反した場合において、相手方が相当な期間を定めて当該義務の履行を催告したにもかかわらず、その期間内に当該義務が履行されないときは、本契約を解除することができる

2　前項の規定により契約が解除された場合は、甲は、委託業務を解除時の状態で乙から引き継ぐものとする。

（損害賠償）

第12条　甲又は乙は、本契約書に規定する義務に違反したことにより他方の当事者に損害を与えた場合は、当該損害を賠償しなければならない。

（協議）

第13条　甲及び乙は、本契約書に定めがない事項及び本契約書の条項の解釈について疑義が生じた場合は、誠意をもって協議し、解決するものとする。

（特約事項）

第14条　本契約の特約については、下記のとおりとする。

	


別表第1（第3条第1項第二号関係）

	一般賃貸人が管理を委託する場合管理を受託する者（以下「管理受託者」という。）の住所及び氏名

	一般賃貸人が管理を受託する場合管理受託者が行っている主な事業の概要

	高齢者向け優良賃貸住宅の名称、所在地及び交通の便

	賃貸住宅等の概要

· 敷地面積、建築面積、延べ面積、構造、階数及び戸数

· 住戸専用部分の仕様

· 住宅の共用部分、入居者の共同の福祉のために必要な施設及び高齢者向け設備

· 完成時期及び入居可能時期

· 敷地の権原に関する事項

	生活支援サービスが提供される場合は、その概要

· サービスの内容

· サービスの提供方法

	家賃、共益費、サービス費の額及び支払い方法

	入居・退去に関する事項

· 入居者及び同居者の資格

· 契約の解除事由

· 連帯保証人又は身元引受人等を求める場合にあってその条件、義務等

· 管理の体制

	高齢者向け優良賃貸住宅の管理の期間


別表第2（第3条第1項第七号関係）

	項　　　　目
	業　務　内　容
	備　　　考

	修　繕　業　務
	修繕費用負担の調整
	　

	
	修繕工事の見積・手配・工事立会い
	

	
	修繕代金の支払い・精算
	

	
	
	

	明渡し関係業務
	明渡し時の立会い
	

	
	住戸部分の点検
	

	
	原状回復費用負担の調整
	

	
	原状回復工事の見積・手配・工事立会い
	

	
	原状回復工事の代金の支払い・精算
	

	
	敷金の精算
	

	
	
	

	点　検　業　務
	共用部分の点検
	

	
	設備点検
	

	
	設備異常時の応急措置
	

	
	
	

	清　掃　業　務
	日常清掃
	

	
	定期清掃
	

	
	
	

	その他
	苦情処理
	

	
	
	


	下記委託者（甲）と受託者（乙）は、本物件について上記のとおり管理業務契約を締結したことを証するため、本契約書2通を作成し、記名押印の上、各自その1通を保有する。

　　　　　　　年　　　月　　　日

	委託者（甲）

受託者（乙）


	住所

氏名

住所

氏名




